
【速記録】 

 日本共産党は賃上げのための三つの提案をしておりますが、まず第一に、内部留保を活

用した賃上げ。大企業の内部留保、この一年間で十五兆円以上も増えました。二百七十五

兆円です。収益が改善したら賃上げをと先送りするんではなくて、内部留保の一部を活用

してまず賃上げをと、この間何度も申し上げてきました。そして、賃下げ政策にほかなら

ない労働者派遣法など労働法制の改悪をやめて、人間らしく働けるルールを作ることも求

めております。 

 今日は、更に一つ、最低賃金の問題を取り上げたいと思います。 

 私たちは、厚労省と総務省の統計を基に、フルタイムの一般労働者で時給千円未満の労

働者はどれだけいるのか計算してみました。これを見ますと、若年者そして高齢者、そし

て全体を通じて女性です。フルタイムであってもこれだけの低賃金が広がっているわけで

す。 

 私、総理に最初に基本的な認識をお伺いしたいんですが、年収二百万円にも満たないワ

ーキングプアの広がりは、私はこれ深刻だと思う。この解決というのは日本社会の未来に

とって極めて重要な課題ではないかと思いますが、総理の認識をまずお答えください。総

理。 

 

○内閣総理大臣（安倍晋三君） 今御指摘のワーキングプアの方々については、その範囲、

定義については様々な議論がありますが、こうした方々は非正規雇用である場合が多いと

考えられるわけでありまして、賃金水準が低いことに加えて、能力開発の機会が乏しい、

セーフティーネットが不十分であるといった様々な課題があるというふうに認識をしてお

ります。 

 このため、キャリアアップ助成金の活用などによって非正規から正規への移行支援等の

取組を進めるとともに、こうした方々が就労以外の様々な生活上の問題を抱えている場合

には、昨年成立をした生活困窮者自立支援法に基づきまして、生活資金の貸付けのあっせ

ん等の事業を行うなどの取組を行っております。 

 

○小池晃君 私、もうちょっと大きな認識を聞いたんですが。 

 こういう低賃金の広がりというのは、私は社会の本当に病理現象とも言える深刻な状況

だと思うんですね。この打開のためには最低賃金の抜本的引上げが極めて重要だと思いま

す。 

 最低賃金の大幅引上げというのは、必ずこれは消費に結び付いてまいりますし、内需の

活性化に最も効果的な景気対策であり、企業の経済活動にもプラスになってまいります。



一九五九年に最低賃金制を導入した当時の岸信介首相も、最低賃金制によって中小零細企

業の劣悪な労働条件が改善され、能率も上がり、事業も安定し、過当の競争もなくなる、

中小企業対策としてもこれは効果があると答弁をされているわけですね。 

 欧米諸国も、このグラフに示したように、最低賃金の引上げを経済政策の柱に据えてお

ります。 

 軒並みやっぱり時給千円以上です。アメリカ・オバマ大統領は最低賃金の引上げを、今

八百十七円、これを千百円を超える水準へと呼びかけておりますし、ドイツも今度の政権

合意で全国一律最低賃金制の導入を決めています。これに比べて、日本はやっぱり圧倒的

に遅れているわけですよ。 

 もちろん中小企業は大変ですよ。本当に必死の経営でやっているわけですよ。やっぱり

賃金を上げるってそんな簡単なことじゃないということは私も十分承知をしています。し

かし、これは、中小企業に対しては本気で抜本的な支援を行うことと併せて、これをやる

ことが中小企業の経営にとってもいいんだと、岸元首相の答弁にあるとおりだと私は思う

んですね。 

 総理、この最低賃金制導入をしたと、この歴史を更に前に一歩進める、そういう決意は

ありませんか。最低賃金、私は、全国一律でやることによって地域格差も解消する、この

ことが本当に大事な政策ではないかと。やっぱり最低時給千円以上、これはあしたからと

いうのはそれは無理かもしれないけれども、これを目指してそのための中小企業支援を行

うと、先送りにできないと思いますが、いかがですか。 

 

○内閣総理大臣（安倍晋三君） 最低賃金が引き上がっていく状況をつくっていくという

ことについては、共産党の小池先生も岸信介も私も同じ考え方と言ってもいいんだろうと

思います。 

 その考え方の下に、昨年度は十五円最低賃金を引き上げたところでありますが、大切な

ことは、まずそういう環境をつくっていくということにおいて、やっと現在、失業率につ

いても低下をしてきたわけでありますし、有効求人倍率も上がってまいりまして、言わば

労働市場がだんだんこれはタイトになっていく中において賃金が引き上がっていくという

状況が醸成されつつあるわけでございます。 

 しかし、この最低賃金を引き上げていく上においては、これはもう小池委員も重々御承

知の上で述べておられるんだろうと思いますが、中小企業・小規模事業者もその支払能力

がなければならないということも重要であります。だからこそ、例えば第一次安倍政権の

ときには、中小企業・小規模事業者の生産性を上げていくという支援もさせていただいた

ところでございます。そのため、企業の収益を向上させ、そしてそれが雇用の拡大や賃金



の上昇につながる経済の好循環をまずつくっていくことによって、そうした環境をつくっ

ていきたいと思います。 

 また、政府としては、最低賃金を引き上げた中小企業・小規模事業者への助成等を拡充

するとともに、例えばものづくり・商業・サービス革新補助金等において、賃上げや人材

育成等の処遇改善に取り組む企業が優先的に採択されるよう工夫するなど、中小企業・小

規模事業者への支援を今後充実をしていきたいと、このように考えております。 

 

○小池晃君 最低賃金引き上げたとおっしゃるんですけどね、これ全国平均で五年前の七

百三円から七百六十四円へ。ペースは若干上がってきていますよ。しかし、毎年十円ちょ

っとという引上げなんですね。この五年間のペースでいくと、千円になるのにあと二十年

掛かるわけです。 

 大体、中小企業、私、最初に強調しましたけれども、実は最低賃金額に張り付いている

というのは決して中小企業だけじゃないんです。例えば大企業のグループ企業で最低賃金

に張り付いているケース少なくありません。例えばワタミグループが経営する居酒屋のア

ルバイト時給、ホームページを私、全国調べました。これ、全国四十七都道府県のうち十

三都道府県の店舗でその地域の最低賃金額の募集を掛けているんですね。 

 総理、支払能力と言うけど、支払能力十分あるんじゃないですか、こういうところは。

こういう、中小企業だからという言い訳は通用しないと私は思う。十分に体力があるよう

な大企業グループが最低賃金ぎりぎりで雇用しているような状況を、総理、このまま放置

していいんでしょうか。何とかすべきではないですか、総理。 

 

○内閣総理大臣（安倍晋三君） この最低賃金については、今全国において、それぞれの

県において適切な引上げが行われるように、そういう状況をつくっていきたいと、こう思

っているところでありますが、言わば最低賃金に張り付いている企業がなかなか人材が集

まらないと、人が集まらないという状況をつくっていく中において、そうした賃金におけ

る待遇あるいは職場環境の改善に努力を傾注していかなければいけないという状況をつく

っていきたいと、こう考えております。 

 

○小池晃君 何かちょっと頼りない答弁なんですね。もっとこれ、きちっとがつんと物を

言うべきじゃないですか。支払能力十分あるような大企業グループで最低賃金ぎりぎりな

んて、こんなことはもう駄目だということをはっきり言うべきですよ。 

 神奈川県のマクドナルドで十五年間働いている三十六歳の男性。シフト制で週五日八時

間働いて時給八百六十円。これ、十五年前、八百円で働き始めて毎年十円上がったけれど



も、二〇〇六年以降は八百六十円のままだと。交通費も有給休暇もない。これ、月収十三

万から十四万で、病院に通っていて月一万三千円から四千円の医療費掛かっている。親と

暮らしているが、結婚もしたいし子供も欲しいが、この給料では望めない、せめて時給は

千円以上にとおっしゃっている。 

 支払能力がなんてことを言うから最低賃金が上がらないんですよ。きちっとこのことを

経済の発展の原動力と位置付けるべきだ。もちろん、おっしゃるように、中小企業に対す

る支援は必要だと思います。 

 私たち、政府のデータを基に計算をしてみました。最低賃金を時給千円以上に引き上げ

る場合に、雇用者全体、約二割に当たる九百三十二万人が賃上げの対象になってまいりま

す。そのために必要な総額約二兆二千億円。そこで、従業員規模を百人未満の企業を対象

として、最低賃金を九百円に引き上げる段階では最大で四千億円程度、千円に引き上げる

段階でも九千億円程度です。もちろんこの中には黒字企業もあるでしょうから、全てを助

成しなくても、これは最大だというふうに思うんですね。 

 今回、賃上げを期待して復興特別法人税の前倒し廃止、その規模は一兆円だというんで

す。しかし、法人税というのは黒字企業しか払っていないわけであります。一方、こうし

た最低賃金引上げのための直接支援を行えば、確実に賃金上昇につながる、ワーキングプ

アの解消になる、消費に回る賃上げになるから企業の収益向上にも貢献をする、全国一律

最低賃金制で地域格差の解消にもなる。まさに好循環じゃないですか。財源はいろんな財

源あると思う。例えば雇用保険には五兆円の積立金がある、これも活用できるんじゃない

か。 

 賃金が上がれば雇用保険には更に保険料入ってくるわけですから。 

 総理、私はこれ現実的、具体的、前向きな提案をしているんですよ。是非、日本経済の

好循環というのであれば、こういう低賃金を解消するような政策に足を踏み出すべきじゃ

ないですか。総理、いかがですか。総理、答えて。総理、答えてください。 

 

○国務大臣（田村憲久君） 最低賃金の上がり方が歩みが遅いというお話がございました。

もちろん、全体賃金が上がりにくい若しくは下がっている中において最低賃金が上がって

きているわけでありますから、それは当然スピードが遅いと言われる部分はあるかも分か

りません。ただ、今そういう意味で賃金が上がるような形で脱デフレ、アベノミクスやっ

ているわけでありますから、その中において、最低賃金というものが景気の好循環の中に

おいて上がっていくということを我々は期待いたしておりますし、そのような形でいろい

ろと施策を打っておるわけであります。 

 その上で、今のお話でございますが、言われた部分、まず雇用保険は、御承知のとおり



事業主とそれから労働者の保険料です。積立金といっても、これは国庫は入っておりませ

ん。でありますから、それを国が勝手に使うということはなかなか理解が得られないであ

ろうな、このように思います。重ねて申し上げれば、そのような形で補填したもの、我々

は社会主義経済下の経済政策じゃありませんから、ですから、それを入れていくというこ

とはこれどういうことかというと、結局それで価格自体が要するに影響を受けるわけです

よ。その金額を、賃金補填した上で価格形成されますから、それ自体自由な経済というも

のを阻害する可能性もあるわけでありまして。 

 そう考えますと、やはり景気を良くする中で最低賃金を引き上げていくということが

我々は王道であろうと思いますし、いつまでもそのようなことをやっておれば延々とその

費用というものが必要になってくるということでございますから、我々は我々の方法で最

低賃金をしっかりと引き上げてまいりたいというふうに思っております。 

 

○小池晃君 スピード遅いと認めながらああだこうだ言い訳して、これだから駄目なんで

すよ。これだから最低賃金なんて上がらないんですよ、厚生労働省がこんな態度を取って

いるから。駄目なんですよ、それじゃ。岸首相が言ったように、これこそが中小企業の活

性化なんだと、こういう立場でやらなきゃ駄目じゃないですか。 

 私、こういう発想じゃ駄目だと思うんです。雇用保険の積立金使えない、五兆円ずっと

たまっているんですよ。こういったことに思い切って雇用のために活用するということが

今求められているんじゃないですかと言っているんです。 

 それから、口では賃上げ賃上げと言いながら、政府、すぐにやれることをやっていない

と私は思うんです。例えば、官公庁の求人状況を調べてみました。厚生労働省職業安定局

の京都府宇治市のパート職員、時給八百九十円です。厚労省福岡労働局、時給八百八十八

円、長野労働局も愛媛労働局も八百三十四円、財務省旭川財務事務所八百九円、松江も新

潟も八百八円、防衛医科大学校七百九十円。政府のお膝元でこんな状況なんですよ。 

 企業に賃上げを賃上げをと要求するんだったら、まず隗より始めよなんじゃないですか。 

 アメリカのオバマ大統領は今年の一般教書演説の中で、最低賃金の引上げを企業に訴え

るだけではなくて、こう訴えています、連邦政府との契約を結んでいる業者に対して、公

正な賃金として時給十ドル十セント、日本円にして千百円以上ですよ、これを支払を求め

ると。そして先日、大統領令に署名をしたんですね。オバマ大統領は、政府の仕事に取り

組む人が貧困の中に暮らすことはあってはならないと、そして、さあアメリカに賃上げを

と、こう訴えたんですよ。 

 秘書さんの賃上げがどうのこうのと言っていたけれども、そうじゃなくて、国で雇って

いる人たちがまともな賃金で暮らせるようにする、これをまず総理、やるべきじゃないで



すか。見習ったらどうですか。 

 

○内閣総理大臣（安倍晋三君） 今日この午後の審議の一番バッターは公務員の給与を下

げろという質問でございましたが、今、小池委員の言っておられる気持ちは私も分かりま

すよ。しかし、その中において、この消費税を引き上げていくという、財政の厳しい状況

の中においては、公務員の皆様方においても様々なことをお願いをしているわけでござい

ますが、しかし復興のために御協力いただいたパーセンテージについては元に戻ささせて

いただいたところでございます。 

 

○小池晃君 気持ちが分かるで済む話じゃないんですよ。気持ち分かってもらうだけじゃ

何の意味もないんですよ。実際の具体的な行動が求められているんですよ。やっぱり日本

を賃上げ社会にするための、私は本気で具体的な行動が求められているというふうに思い

ます。それができるのは総理なんですよ。企業に求めるだけじゃなくて、総理自身ができ

ることがあるわけです。最低賃金を全国一律時給千円以上にするための中小企業の直接支

援を、国や自治体の仕事で適正な賃金の保障を、そのための公契約法の実現も併せて訴え

て、私の質問を終わります。 

 


